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安全研究所では、2000年度に新幹線における保守用車※3間の衝突防止を目的に『新幹線保守作業安全システム』（以下「現
行安全システム」という。）を開発し、JR東日本管内全ての保守用車に導入してきた。
導入当時と比較し、近年は新幹線設備の老朽化に伴い作業件数が増加するなど、作業環境が変化してきている。作業環境の
変化に伴い、保守用車と地上作業の競合件数が増加し、保守用車と地上作業員の触車リスクが高くなってきている。しかしながら、
現行安全システムは保守用車と地上作業員の確認は目視によるものであり、触車リスクに対して人の注意力に依存する要素を残し
ている。今後の作業数増加に対応するため、地上作業員の位置把握・共有機能など人の注意力に依存しないシステムを構築し、
安全性を向上させることを目的とした「次期新幹線保守作業安全システム」（以下「次期安全システム」という。）を開発した。

2. 次期安全システムの構成

次期安全システムの構成を図1に示す。次期安全システムでは、各装置間の通信に業務用無線（デジタル無線）と携帯電話回
線を採用している。これにより現行安全システムと比べ、より大容量の情報が通信可能となり、更なる安全性の向上を実現している。
主な構成機器の役割は以下のとおりである
（1）補修作業※4用端末
①選択した路線およびGNSS※5で取得した位置情報から端末の自位置を算出する。
②�算出した自位置を元に付近に存在する保守用車の情報を中央サーバより取得し、保守用車の接近距離を算出し警報出力及
び表示を行う。
③保守用車の接近を補修作業員が認知し、待避完了したことを保守用車へ通知する。
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1. はじめに

*3軌道モーターカーやマルチプルタイタンパーといった線路上のみを移動する保守用車と軌陸タイプの保守用車の総称。
*4作業時間帯において線路内に立ち入り実施する各種検査、調査などの簡易な作業
*5GPS（米国）等の各国衛星を用いた衛星測位システムの総称
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（2）車載装置
①�自車両の位置と他車両の位置を照合し、他車両と衝突する恐
れがある場合に警報、非常ブレーキを出力する。
②�自車両の位置と分岐器の転換情報を照合し、進路未設定区間
に進入する恐れがある場合に警報、非常ブレーキを出力する。
③�自車両の位置と線路作業※6区間情報を照合し、線路作業区間
に進入する恐れがある場合に警報、非常ブレーキを出力する。

（3）線路作業用端末
①�選択した路線、入力した作業区間の情報から線路作業区間を
設定する。
②線路作業区間情報を中央サーバに送信する。
③�線路作業区間の情報を元に付近に存在する保守用車の情報
を中央サーバより取得し、保守用車の接近距離を算出し警報出力及び表示を行う。

3. 新機能の概要

3・1 補修作業用端末

現行安全システムでは、保守用車が発信している業務用無線の電波を受信すると警
報鳴動する「携帯用受信機」を導入している。携帯用受信機は電波を受信することで
鳴動するため、電波の受信環境により警報鳴動の距離が一定ではなく、保守用車が離
反する方向へ走行している場合も鳴動するなどの課題があった。また警報鳴動時に保
守用車の位置は目視での確認に頼っており、接近時の待避合図を互いのライトで行うな
ど、人の注意力に依存していた。次期安全システムでは、新たに「補修作業用端末」
を開発し、これらの課題に対応した（図2）。「補修作業用端末」の主な機能は以下のと
おりである。
（1）GNSS測位による自位置の検出
補修作業用端末はGNSSチップを搭載することで端末の緯度経度情報を取得し、端末の自位置として使用する。自位置の算出

に使用するGNSS衛星はGPS、BDS※7、QZSS※8であり、これらのうち3つ以上の衛星を受信できた場合に測位可能となる。また、
GNSS衛星の受信信号から演算した現在位置の緯度経度データにどれだけの誤差が含まれている可能性があるかを示す「誤差円」
（以下、GNSS誤差）情報を使用する。
（2）適切な警報鳴動
端末位置および中央サーバより取得した保守用車の位置に基づき、
適切な接近距離での警報出力を可能とした。警報出力は保守用車が
警報区間に進入した場合に出力される。また、GNSS誤差の範囲内に
は補修作業員が存在する可能性があるため、警報区間は端末位置に
対し「1,000m」＋「GNSS誤差」で算出された距離とした（図3）。
（3）GNSS未測位状態における対応
トンネル内などでGNSS未測位の場合、端末位置を算出できない。そこで、GNSS測位状態から未測位状態となった場合、その
時点での端末位置を起点として、想定される補修作業員の移動範囲を端末位置の前後に「GNSS誤差」として時間経過と共に
加算する仕組みとした。補修作業員の移動速度を6km/hと想定し、1分毎に100m分のGNSS誤差を計上することとした。なお、
10分毎に端末位置を手入力により更新することで、累積したGNSS誤差をリセットし、端末位置を更新する。

図1　次期安全システムの構成

*6レールを破断する工事など保守用車を進入させない措置を講じる工事または作業
*7北斗衛星導航系統、中国独自の衛星測位システム
*8準天頂衛星システム（みちびき）、日本独自の衛星測位システム
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図2　補修作業用端末

外形：150mm × 79mm × 22.1mm
※電池部の厚み：33.9mm

重量：約350ｇ

画面サイズ：4.75インチ

図3　警報区間の考え方
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（4）ユーザインターフェースの機能向上
端末には新たにモニタ画面を追加し、自位置に合わせた配線図を表示する
仕組みとした。これにより、既往のシステムでは警報鳴動時に保守用車の位置
を目視のみで確認していたのに対し、システム上でも保守用車の接近を確認す
ることが可能となった（図4）。
（5）待避完了合図のシステム化
補修作業中に保守用車が接近した場合、補修作業員は保守用車に対して
保守用車の接近を確認した合図を出す必要がある。補修作業員は懐中電灯
を大きく円状に回し合図を出すが、懐中電灯の回し方の不備等で保守用車側
では合図を確認しづらい課題があった。次期安全システムでは、保守用車の
接近確認（以下、保車確認という。）の通知とそれに対する応答を補修作業用
端末の画面上、および車載装置の画面上で確認可能とすることで課題解決を
実現した。

3・2 車載装置

現行安全システムでは、補修作業員の位置を把握できず目視による確認に頼るなど人の注意力に依存していた。また、進路構
成する装置の故障など分岐器の転換情報を安全システムで取得できない場合、進路未設定区間への進入防止機能を無効化する
必要があるなどの課題があった。次期安全システムでは、新しい「車載装置」を開発し、これらの課題に対応した。車載装置の
主な機能は以下のとおりである。
（1）補修作業員の位置表示
現行安全システムの画面表示機能に加え、「補修作業用端末」の位置情報を中央サーバより取得し、車載装置の画面上に補
修作業員アイコンを表示する（図5）。これにより保守用車側で補修作業員の位置を視覚的に確認することが可能となり人の注意力
に依存しないシステムとなった。また、補修作業員と保守用車の位置情報から接近距離を計算し、補修作業に対する接近警報を
出力することで、更なる安全性の向上を実現した（図6）。

（2）設定済み進路の通知
現行安全システムは保守用車が進路設定に使用するハンディターミナル（以下、HTという。）から進路情報を取り込むことで進路
未設定区間への進入防止機能を実現している。HTの故障などでHTを使用できない場合は新幹線総合指令所（以下、指令所と
いう。）が進路設定を実施する。指令所で進路を設定した場合、現行安全システムは進路情報を取得できないため、進路未設定
区間への進入防止機能を無効化しなければならない。次期安全システムでは、指令表示装置を開発し、指令所で設定した進路
を入力し、保守用車に通知することで、進路未設定区間への進入防止機能を有効としたまま運用することが可能となり、異常時に
おける安全度の向上を実現した。また、指令所、保守用車の両者が画面上で視覚的に設定した進路を確認することで口頭連絡
による齟齬の防止も期待できる（図7）。

図4　GNSS未測位時の動作例

図5　画面表示（表示装置） 図6　補修作業員への接近警報
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3・3 線路作業用端末

現行安全システムでは、線路作業区間に保守用車を進入させないために「線路作業用送受信機」を導入している。線路作
業用送受信機は線路作業区間の情報を業務用無線（アナログ）で送信しているが、業務用無線の到達距離と保守用車の制動距
離の関係から線路作業として設定できる区間は500mまでと制限があり、500mを超える作業では2台の線路作業用送受信機を使用
する必要があった。次期安全システムでは、新たに「線路作業用端末」を開発し課題に対応した。線路作業用端末の主な機能
は以下のとおりである。
（1）設定可能区間の拡大
線路作業用端末では携帯電話回線を活用し、中央サーバから各保守用車に区間情報を配信することで15kmまでの作業区間

を設定可能とした。
（2）設定可能件数の拡大
線路作業用送受信機では1箇所分の区間情報しか送信することができなかったが、携帯電話回線を使用することで最大4件まで

の線路作業を設定可能とした。

4. おわりに

本稿では、次期安全システムの構成と主要な機能について述べた。現行安全システムと比較し、適切なタイミングでの警報出力
に加え視覚的に保守用車の接近や補修作業員の位置を確認できることや異常時における安全性の向上を実現することで、触車リ
スクに対して人の注意力に依存しないシステムを実現するとともに、安全性の向上が確実に図れると考えている。
今後はみちびき（準天頂衛星）によるGNSS測位精度の向上や保守作業管理システムとの連携を行うことで、人間の操作が介在

する部分を減らしヒューマンエラーによる事故のリスク低減に向けた開発を実施し、作業員の安全性向上に取り組んでいく。
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図7　指令表示装置による進路通知機能
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